
 

松江市監査委員告示 第 2号     

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 38 第 6 項の規定により、松江市長から

令和元年度から令和 5 年度までの包括外部監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があ

りましたので、同項の規定により公表します。 

 

令和 7年 3月 25 日 

 

松江市監査委員 三 島 康 夫 

松江市監査委員 安 來 弘 喜 

松江市監査委員 川 井 弘 光 

 

１ 包括外部監査の特定事件 

高齢者福祉に関する事務の執行について（令和元年度実施） 

生活保護に関する事務の執行について（令和 2年度実施） 

情報システムに関する事務の執行について（令和 3年度実施） 

基金の管理と運用に関する事務の執行について（令和 4年度実施） 

業務委託に関する事務の執行について（令和 5年度実施） 

 

２ 包括外部監査の結果に基づく措置等 

別紙 令和元年度包括外部監査 措置状況一覧のとおり 

別紙 令和 2年度包括外部監査 措置状況一覧のとおり 

別紙 令和 3年度包括外部監査 措置状況一覧のとおり 

別紙 令和 4年度包括外部監査 措置状況一覧のとおり 

別紙 令和 5年度包括外部監査 措置状況一覧のとおり 

 

 

 



番
号

指摘
／意
見

項目 内　　　　　容 措置（予定）年月 松江市の対応方針、状況等 所管課

1 意見 出納室の体制強化
基金の一括運用を行う出納室の人数や専門的知見を有する職員
の配置など、体制を強化することが望ましい。

検討中
出納室への資金運用の専門的知識を有する職員の配置や職員
増員による資金管理運用体制の強化について検討する。

出納室

2 意見 運用の検討
より高い利率の見込める金融機関への預託を検討することが望
ましい。

令和6年3月　措置済
安全性確保のうえでより高い利率が見込める金融機関を預託
先にできるよう基金運用計画を見直した。

出納室

第２章
松江市財
政調整基
金 3 意見

区分した管理の必
要性の検討

地方財政法により処分制限を受ける範囲と受けない範囲を区分
して積立・管理することの必要性について検討することが望ま
しい。

対応を要しない

基金の処分に関して国から具体的な区別する方針は示されて
おらず、処分制限を受ける範囲と受けない範囲を区別して積
立・管理するまでの実務上の必要性はないと判断している。
なお、近隣他市も松江市と類似の規定となっている。

財政課

4 意見 基金の計画的積立
市庁舎建設事業の安定的かつ継続的な遂行のためにも、本基金
の設置された時から積立目標を定め、計画的な積立を行うこと
が望ましい。

対応を要しない
同基金は庁舎の建設資金に充てることを目的に設置した基金
であることから、庁舎建設の具体的な計画が生じた時期に、
具体的な積立目標を定め、計画的な積立を行っている。

新庁舎整備課

5 意見
基金設置目的との
整合性の検討

本基金条例の目的と整合しない可能性もあるため、目的との整
合性について検討することが望ましい。

対応を要しない

同基金は庁舎の建設資金に充てることを目的に設置した基金
であり、目的と整合している。
なお、現在進行中の新庁舎整備事業が完了した後も、大規模
修繕等が必要となる可能性があることから、引き続き同基金
を維持し、今後の状況に応じて適切に充当する考えである。

新庁舎整備課

第６章
松江市文
化振興基
金

6 意見 積立計画の策定 本基金の積立計画を策定することが望ましい。 対応を要しない

現状では、本積立金の原資は、本市の「文化振興」に資する
ことを目的に寄付された「ふるさと寄附」であり、受動的な
財源であることから、計画性を持って積み立てることは難し
い。
しかしながら、ふるさと寄附への関心の高まりとともに、寄
付額は近年増加傾向にあることから、事業に必要となる一定
の残高を確保できている状況にある。

文化振興課
松江歴史館
生涯学習課

第８章
松江市公
共用施設
維持基金

7 指摘 廃止の検討 基金の廃止について検討すべきである。 令和6年3月　措置済 基金条例廃止済み。 生涯学習課

第９章
松江市福
祉事業推
進基金

8 意見 有効活用の検討
本基金を基金として保持することの必要性を検討の上、運用収
益を充当している事業等に本基金を活用することを検討するこ
とが望ましい。

対応を要しない
本基金の活用について、当面は運用収益を事業充当すること
が基本と考えている。今後も必要に応じて基金を有効に活用
する。

健康福祉総務課
子育て政策課

　　令和４年度包括外部監査　措置状況（時点　令和６年１０月１日）

第１章
基金の管
理及び運
用状況

第４章
松江市庁
舎建設基
金
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項目 内　　　　　容 措置（予定）年月 松江市の対応方針、状況等 所管課

　　令和４年度包括外部監査　措置状況（時点　令和６年１０月１日）

第１１章
松江市農
業振興事
業基金 9 意見

将来的な運営経費
の原資の検討

安定的な協会運営を行うためにも、その原資の確保のあり方に
ついては、早期に検討しておくことが望ましい。

検討中

松江市農業振興協会の事業費はJAと市で半額ずつ負担してお
り、より適正で有効な執行を図るため、本協会の事業のあり
方について令和6年度からJAと検討を行っている。
この見直しを踏まえ、市の負担金の原資となる基金のあり方
について検討する。

農政課

10 意見
処分方針と積立目
標額の再設定

基金の有意な積立を行うためにも、予め本基金の処分方針を定
めた上で、その方針に対応できる積立目標額を再度検討するこ
とが望ましい。

検討中

令和12年に島根県で第84回国民スポーツ大会・第29回全国障
害者スポーツ大会（島根かみあり国スポ・全スポ）が開催さ
れることなどを踏まえ、「第3期松江市スポーツ推進計画」
（令和7年度～令和12年度）の策定を進めている。本基金を
本計画の事業実施に向けた財源としてより有効に活用できる
よう処分方針等について検討する。

スポーツ課

11 意見
具体的な処分計画
の策定

本基金の処分方針を定めた上、積立と処分とを適正なバランス
で行うことが可能となるような具体的な処分計画を、予め策定
しておくことが望ましい。

検討中

令和12年に島根県で第84回国民スポーツ大会・第29回全国障
害者スポーツ大会（島根かみあり国スポ・全スポ）が開催さ
れることなどを踏まえ、「第3期松江市スポーツ推進計画」
（令和7年度～令和12年度）の策定を進めている。本基金を
本計画の事業実施に向けた財源としてより有効に活用できる
よう処分方針等について検討する。

スポーツ課

12 意見
基金の必要性の再
検討

スポーツの振興に要する経費を賄うために、本基金を維持する
ことの必要性を、改めて検討することが望ましい。

検討中

令和12年に島根県で第84回国民スポーツ大会・第29回全国障
害者スポーツ大会（島根かみあり国スポ・全スポ）が開催さ
れることなどを踏まえ、「第3期松江市スポーツ推進計画」
（令和7年度～令和12年度）の策定を進めている。本基金を
本計画の事業実施に向けた財源としてより有効に活用できる
よう処分方針等について検討する。

スポーツ課

13 意見
中長期的な原資の
確保及び積立計画
の策定

中長期的な原資の確保の方策を検討し、具体的な積立計画を策
定しておくことが望ましい。

令和5年10月　措置済

原資の確保にあたっては、開発予定の有無や開発規模に左右
されることから積立計画の策定は困難である。ただし、軽微
な維持管理を直営で行うことや、一部（浚渫）に起債を充当
するなど、基金取崩しの軽減を図ることとした。

建設総務課

14 意見
防災調整池の移管
基準の再検討

本基金の積立原資の確保の観点を踏まえ、上記の移管基準が、
策定から３０年が経過した現在においてもなお適正・妥当とい
えるか否か、改めて検討を加えることが望ましい。

令和6年度　措置予定
移管基準の策定から30年以上が経過したことを踏まえ、現状
に即した基準となるよう令和6年度中の改定を目指す。

河川課

第１２章
松江市ス
ポーツ振
興基金

第１３章
松江市防
災調整池
維持基金
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項目 内　　　　　容 措置（予定）年月 松江市の対応方針、状況等 所管課

　　令和４年度包括外部監査　措置状況（時点　令和６年１０月１日）

第１４章
松江市職
員退職積
立基金 15 指摘 廃止の検討

基金が存続することによる事務負担も考慮すると，廃止するこ
とを検討すべきである。

対応を要しない

定年の段階的な引上げにより、令和14年度までの定年引上げ
期間中は、退職手当の支給額が年度間で大幅に増減すること
が想定される。
退職手当の見込額を基金に積み立てることは、退職手当の支
給に要する財源を安定的に確保するための有効な手段の一つ
であると考えており、当面存続することとした。

人事課

第１５章
ふるさと
松江だん
だん基金

16 意見
寄附者の意向に
沿った事業への積
極的な基金の活用

寄附者の意向に沿う事業が存在する限り、なるべく積極的に本
基金を充当していくことが望ましい。

令和5年4月　措置済 寄附意向に沿った事業への充当を積極的に行うこととした。 商工企画課

第１６章
松江歴史
館維持補
修基金

17 意見 廃止の検討

一般財源から積立てる等の方法により本基金をそのまま利用で
きるのか検討のうえ、本基金をそのまま利用できないのであれ
ば、電源立地地域対策交付金を原資とする本基金については、
令和７年度以降に廃止することを検討することが望ましい。

検討中

一般財源からの積立等により本基金をそのまま利用すること
は可能である。緊急修繕対応や将来的な大規模改修に備えた
本基金の必要性はあると考え、引き続き財源確保について、
確保が困難な場合の廃止も含めて検討を行っていく。

松江歴史館

第１７章
明々庵及
び赤山茶
道会館維
持管理基
金

18 意見 積立計画の策定
安定的かつ継続的な遂行のため、財源を確保し、本基金の積立
計画を策定することが望ましい。

検討中 本基金の積立に向けた財源を検討中である。 文化振興課

第１９章
松江市環
境創造・
子ども未
来基金

19 意見
基金の必要性に応
じた廃止の検討

本基金の設置目的となる事業の必要性について検討し、必要性
があるのであれば売電収益以外にも財源を広げることを検討す
ることが望ましく、必要性がないのであれば、本基金を廃止す
ることも検討することが望ましい。

令和6年度　措置予定 今後、売電収益以外にも財源を広げることを検討する。 環境エネルギー課

第２４章
恵曇漁業
開発基金
（鹿島開
発基金）

20 指摘 廃止の検討
基金条例の一部改正等の方法により本基金を廃止することも検
討すべきである。

検討中 水産振興課

第２６章
御津開発
基金（鹿
島開発基
金）

21 指摘 廃止の検討
基金条例の一部改正等の方法により本基金を廃止することも検
討すべきである。

検討中 市民生活相談課

第２７章
片句漁業
開発基金
（鹿島開
発基金）

22 指摘 廃止の検討
基金条例の一部改正等の方法により本基金を廃止することも検
討すべきである。

検討中 水産振興課

3 / 6 ページ



番
号

指摘
／意
見

項目 内　　　　　容 措置（予定）年月 松江市の対応方針、状況等 所管課

　　令和４年度包括外部監査　措置状況（時点　令和６年１０月１日）

第２８章
御津漁業
開発基金
（鹿島開
発基金）

23 指摘 廃止の検討
基金条例の一部改正等の方法により本基金を廃止することも検
討すべきである。

検討中 水産振興課

第３１章
鹿島温泉
施設維持
運営基金

24 指摘 廃止の検討
基金が存続することによる事務負担も考慮すると，廃止するこ
とを検討すべきである。

令和6年3月　措置済 基金条例廃止済み。 観光施設課

第３５章
鹿島・島
根栽培漁
業振興セ
ンター施
設管理運
営基金

25 意見
管理運営計画の策
定と積立目標額の
設定

管理運営計画を策定し、対応可能な積立目標額を設定しておく
ことが望ましく、一般財源からの積立を行うことの適否につい
ても、併せて検討することが望ましい。

検討中 水産振興課

第３７章
松江市鹿
島マリー
ナ施設維
持修繕基
金

26 意見
施設の維持修繕等
の計画及び積立計
画の策定

事業の安定的かつ継続的な遂行のため、大規模修繕を含めた修
繕及び維持管理の計画を策定のうえ、本基金の積立計画を策定
することが望ましい。

令和7年度　措置予定

施設使用希望者への柔軟な対応により使用者数及び使用料は
横ばい傾向となってきたが、安定した事業継続の原資確保の
観点からも令和7年度中の修繕計画策定及び使用料改定を目
指す。

河川課

第３８章
島根教育
振興基金 27 意見

基金の必要性の再
検討

本基金の必要性について検討した上で、必要性がある場合には
本基金の活用策を検討し、必要性がない場合には廃止を検討す
ることが望ましい。

検討中
基金の今後のあり方について、引き続き地域と協議し検討を
進める。

学校管理課

第４０章
島根発電
用施設周
辺地域振
興基金

28 指摘 廃止の検討
電源立地地域対策交付金を財源とする他の基金と同様に，基金
の廃止を検討すべきである。

令和6年3月　措置済 基金条例廃止済み。 政策企画課

第４１章
島根電源
地域振興
整備基金 29 意見

中長期的な計画の
検討

基金の効率的・安定的運用や有効的・効果的な活用の観点か
ら、本基金の中長期的な計画の立案や基金の将来のあり方につ
いて検討することが望ましい。

令和6年度　措置予定

島根地区の防災安全を目的とし、毎年マリンプラザ島根の維
持修繕費用に充当していたが、効率的及び安定的な運用を行
う観点から、用途を絞らず島根地区の地域振興に資する整備
事業へ充当するため、地元との協議を進めている。この協議
を継続し、中長期的な基金処分計画立案について検討する。

政策企画課

第４２章
島根人材
育成基金

30 意見
有効活用策又は廃
止の検討

本基金の使用を積極的に検討していくことが望ましく、仮に適
切な使途がないのであれば、基金の廃止も含めた検討をするこ
とが望ましい。

検討中
基金の今後のあり方について、引き続き地域と協議し検討を
進める。

政策企画課地域政
策室
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項目 内　　　　　容 措置（予定）年月 松江市の対応方針、状況等 所管課

　　令和４年度包括外部監査　措置状況（時点　令和６年１０月１日）

第４３章
島根総合
サイン整
備基金

31 指摘 廃止の検討
基金が存続することによる事務負担も考慮すると，廃止するこ
とを検討すべきである。

令和6年3月　措置済 基金条例廃止済み。 観光施設課

第４４章
多古鼻公
園施設維
持運営基
金

32 指摘 廃止の検討
基金が存続することによる事務負担も考慮すると，廃止するこ
とを検討すべきである。

令和6年3月　措置済 基金条例廃止済み。 観光施設課

第５０章
玉湯ふる
さと創生
基金

33 意見
中長期的な積立計
画の策定

あらかじめ中長期的な修繕計画を策定した上、その計画に対応
した具体的な積立計画を策定しておくことが望ましい。

検討中
第3泉源の整備に伴う配湯料金の改定を見据えて積み立てを
計画する必要があるため、泉源整備や配湯料金改定と連動し
て積立計画策定等を検討する。

政策企画課地域政
策室
観光施設課

第５２章
東出雲地
域づくり
事業基金

34 意見
本基金の使途又は
廃止の検討

本基金の使用を積極的に検討していくことが望ましく、仮に適
切な使途がないのであれば、基金の廃止も含めた検討をするこ
とが望ましい。

検討中
基金の今後のあり方について、引き続き地域と協議し検討を
進める。

政策企画課地域政
策室

35 意見
現金残高の有効活
用の検討

基金の効率的な運用について検討することが望ましい。 対応を要しない

現在運用している金融機関への預け入れは近年低金利が続い
ている。一方で、基金の目的として公用もしくは公共用に供
する土地等を取得することが掲げられており、政策的な判断
により、必要な際は速やかな処分（取崩し）をとる必要があ
ることから、短期流動的な運用が必要。そのため、国債のよ
うな長期にわたる運用や、土地開発公社への貸付のような長
期貸付はその目的に沿わないと考える。引き続き、他市の事
例も研究し、効率的な運用を行っていく。

資産経営課

36 意見
長期保有財産の有
効活用の検討

本基金において長期間保有されている土地については、有効活
用について検討することが望ましい。

対応を要しない
引き続き個々の事例に応じて譲渡・貸付などのニーズ・提案
に柔軟に対応し、有効活用を推進する。

資産経営課

37 意見
適宜の評価額の検
討

本基金の保有する不動産については、効率的な運用をするた
め、取得額のみならず、時価額も把握しておくことが望まし
い。

令和6年4月　措置済
地価公示価格や固定資産税額などを参考に定期的に時価額の
把握している。

資産経営課

第５５章
松江市国
民健康保
険財政調
整基金 38 意見

最低積立額に関す
る指針等の定め

本基金の最低積立額に関する指標等を定めておくことが望まし
い。

対応を要しない

国からの通知では、「安定的かつ十分な基金を積み立てられ
たい」とされており、その意味で現在の保有額は、健全な国
保財政運営に資する適切な金額と考えている。また、国保特
別会計は国の決めたルールにより、国・県・市の公費や他の
医療保険からの費用負担を受けていること及び、国において
も具体的な基金残高や最低積立額の基準・指標等がないこと
から、市町村においても独自に基準・指標等を定めることは
馴染まず、指標等を定めることはできないと考える。

保険年金課

第５３章
松江市土
地開発基
金
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第５６章
宍道国民
健康保険
診療施設
事業基金

39 意見
診療施設の修繕計
画及び基金の積立
計画を策定

診療施設の修繕計画を策定のうえ、それに沿った積立計画を策
定して、計画的な積立を行うことが望ましい。

対応を要しない
診療施設の指定管理者である来待診療所協議会に状況を確認
したところ、現状では必要な修繕はないとのことだったの
で、修繕計画及び積立計画作成の必要性がなかった。

保険年金課

第５７章
松江市介
護保険事
業財政調
整基金

40 意見
最低積立額に関す
る指針等の定め

基金の最低積立額に関する指標等を定めておくことが望まし
い。

対応を要しない

介護保険事業特別会計は、全国の自治体や広域連合において
設置され、介護保険法により介護保険料や国・県・市の負担
等財源のルールが決められており、国においても基金残高や
最低積立額の基準・指標等がないことから、市町村において
も独自に基準・指標等を定めることは馴染まず、指標等を定
めることはできないと考える。

介護保険課

第５８章
鹿島佐太
財産区基
金

41 意見
長期的な計画の検
討

本基金は、長期的には基金が枯渇することを予測されるので、
これに対応するための長期的な計画を検討することが望まし
い。

検討中
財産区の今後のあり方について、財産区管理会と検討を進め
る。

資産経営課

第６０章
鹿島講武
財産区基
金

42 意見
長期的な計画の検
討

永続的・安定的な運営のため、今後必要な経費を検討するな
ど、長期的な計画を検討することが望ましい。

検討中
財産区の今後のあり方について、財産区管理会と検討を進め
る。

資産経営課

第６１章
鹿島御津
財産区基
金

43 意見
長期的な計画の検
討

永続的・安定的な運営のため、今後必要な経費を検討するな
ど、長期的な計画を検討することが望ましい。

検討中
財産区の今後のあり方について、財産区管理会と検討を進め
る。

資産経営課
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